
【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 活力ある高収益型園芸産地育成事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　園芸農業の生産額を増大し持続的発展を図るため、先進技術の導入や
省力機械・施設等の整備を進め、収益性の高い園芸産地を育成する。
　また、省エネルギー化推進、雇用型経営支援、６次産業化推進による規
模拡大及び経営の安定を図る。

事業主体 認定農業者、営農組織等

実施方法 補助

事業内容

　ハウス施設等の整備や省力機械、先進技術の導入、及び省エ
ネ化、夏期高温対策など生産条件整備に対する補助。
【補助対象】
　■施設･設備・・・栽培・育苗ハウス、高設栽培施設、
　　　　　　　　　光合成促進装置、内張カーテン施設、
　　　　　　　　　自動換気施設、暖房機補助施設、循環扇、
　　　　　　　　　流通・加工施設等
　■機械・・・は種機、移植機、管理機、加工用機械等

進捗状況
・
現状

■実施状況
　H22実績：事業主体数 　8件
　H23　 〃　 ：　　〃　　　　7件
　H24 　〃　 ：　　〃　　　　4件
　H25　 〃 　:　　 〃　　　 13件
　H26　 〃 　：　　〃　 　　10件
　H27　 〃　 ：　　〃　 　　11件
  H28　 〃　 ：　　〃　　　 13件
　H29　見込 ：　　〃　　　  ６件

事業期間 平成30年度 ～ 平成32年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

150,000
6 2 4

150,000千円

総事業費 324,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 324,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

109

成果指標
うち、農業産出額が増加した数
（件）

85 85 109

農業者 所得向上

活動指標 新規事業実施主体数（件） 85 85

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
50,000 50,000 50,000 150,000

地方債
0

その他
(58,000) (58,000) (58,000) (174,000)

0

一般財源
0

事業費（A）
(58,000) (58,000) (58,000) (174,000)
50,000 50,000 50,000 150,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.4 0.4 0.4
平均人件
費

総コスト（A＋B） 53,480 53,480 53,480
総コスト
計

160,440

8,700

人件費（B） 3,480 3,480 3,480
人件費割
合(%)

6.5

同上 県支出金
福岡県園芸農業等総合対策事業費補助金交付要綱
（認定農業者等）

33％以内

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

活力ある園芸産地育成対策補
助金

県支出金
福岡県園芸農業等総合対策事業費補助金交付要綱
（中山間地、ＪＡ，雇用型等）

50％以内



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 中山間地域等直接支払事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　農業の多面的機能の維持・発揮のため、中山間地域等
の条件不利地域（傾斜地等）と平地とのコスト差（生産費の
差額相当分）を支援する。

事業主体 農業者団体（集落組織）

実施方法 補助

事業内容

　集落協定を締結した対象農地における農業生産の維持・
活動に対し、傾斜（緩急）等に応じた直接支払交付金を交
付する。

進捗状況
・
現状

　農地の公益的機能維持を図るとと
もに耕作放棄地の増大を抑制し、条
件が不利な中山間地域の農業振興
に寄与している。
※第1期対策：Ｈ12～16
　 第2期対策：Ｈ17～21
　 第3期対策：Ｈ22～26
 　第4期対策：Ｈ27～31

事業期間 平成27年度 ～ 平成31年度（5年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

185,000
6 2 3

185,000千円

総事業費 185,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 185,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

17

成果指標
事業内農地の耕作放棄地面積
（ｈａ）

0 0 0

農業者 経営の安定

活動指標 集落協定の締結数（件） 17 18

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
25,000 25,000 50,000

地方債
0

その他
0

一般財源
12,000 12,000 24,000

事業費（A）
37,000 37,000 0 74,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 39,610 39,610 0
総コスト
計

79,220

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

6.6

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

中山間地域等直接支払交付金 県支出金 中山間地域等直接支払交付金等交付要綱
国1/2（1/3）
県1/4（1/3）



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 ふくおかの畜産競争力強化対策事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　規模拡大を行う担い手畜産農家が整備する機械・施設等
に対する支援を行うことにより、畜産経営の安定化を図る。 事業主体 認定農業者、営農集団等

実施方法 補助

事業内容

　飼養頭羽数や生産量の拡大を行うための畜舎建設、省
力機械の導入や畜舎の飼養環境の改善、節電効果のある
省エネ対策、暑熱対策、自給飼料確保対策及び家畜排せ
つ物処理施設等の整備に対する補助

　・県単事業
　・1/3以内、財源：全額県費

進捗状況
・
現状

■実施状況
　H23実績 ：経営体数　４件
　H24 〃　 ：　 　〃　　　 ４件
　H25 〃 　：　 　〃　　 　７件
　H26 〃 　：　 　〃　 　　３件
　H27 〃　 ：　 　〃　　　 ６件
　H28 〃　 ：　 　〃　　　 ４件
　H29 〃　 ：　 　〃　　　 ２件

事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

15,000
6 2 5

15,000千円

総事業費 48,600千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 48,600千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

12

成果指標
うち、農業産出額の増加数
（件）

0 0 12

農業者 経営の安定

活動指標 新規事業実施主体数（件） 0 2

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
5,000 5,000 10,000

地方債
0

その他
(11,200) (11,200) (22,400)

0

一般財源
0

事業費（A）
(11,200) (11,200) (22,400)
5,000 5,000 0 10,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 7,610 7,610 0
総コスト
計

15,220

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

34.3

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

福岡県畜産振興総合対策事業
費補助金

県支出金 福岡県畜産振興総合対策事業費補助金交付要綱 1/3以内



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 力強い水田農業確立事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

  担い手への農地の集積・集約化を加速させるため、農地
中間管理機構を通じた農地の貸付者に対して協力金を交
付する。

事業主体 機構への農地貸付者等

実施方法 補助

事業内容

【対象者】
　過去に貸付実績がない農地であり、機構の借受け農地に
隣接又は2筆以上の隣接する農地を貸付ける農地所有
者。

【交付単価】
　①3年以上6年未満の貸付
　　　　　0.5万円以内/10ａ（上限15万円）
　②6年以上
　　　　　 1.0万円以内/10ａ（上限30万円）

進捗状況
・
現状

機構への農地集積状況
平成26年度　   5ha
平成27年度　110ha
平成28年度　　 8ha

事業期間 平成28年度 ～ 平成30年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

3,500
6 2 3

4,500千円

総事業費 3,500千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 4,500千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

145

成果指標 機構よりの借受け人数（人） 7 30 40

担い手農家 農地の集積・集約化

活動指標 機構への貸付面積（ha） 5 123

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
500 500

地方債
0

その他
0

一般財源
0

事業費（A）
500 0 0 500

事業費内訳
（主なもの）

交付金

従事職員数(人) 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 3,110 0 0
総コスト
計

3,110

8,700

人件費（B） 2,610 0 0
人件費割
合(%)

83.9

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

力強い水田農業確立事業 県支出金 福岡県農業振興対策事業費補助金交付要綱 100%



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 農地中間管理機構集積協力金交付事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　担い手への農地の集積・集約化を加速させるため、農地
中間管理機構を通じた農地の貸付者（地域）等に対して協
力金を交付する。

事業主体 機構への農地貸付者等

実施方法 補助

事業内容

【経営転換協力金】
　対象者：経営転換又は農業をリタイアした農業者
　交付単価：①1ha以下　4万円/10ａ　②1ha超　50万円/戸
　　　　　　　　③2ha超　70万円/戸
【耕作者集積協力金】
　対象者：自ら耕作する農地へ貸付けた所有者及び耕作者
　交付単価：1万円/10ａ
【地域集積協力金】
　地域内農地の一定割合以上が機構へ貸付けられた場合
　交付単価：1.5万円～2.7万円以内（貸付割合で変更）

進捗状況
・
現状

機構への農地集積状況
平成26年度　   5ha
平成27年度　110ha
平成28年度　　 8ha

事業期間 平成28年度 ～ 平成30年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

11,500
6 2 3

11,500千円

総事業費 11,500千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 11,500千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

145

成果指標 機構よりの借受け人数（人） 7 30 40

担い手農家 農地の集積・集約化

活動指標 機構への貸付面積（ha） 5 123

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
3,000 3,000

地方債
0

その他
0

一般財源
0

事業費（A）
3,000 0 0 3,000

事業費内訳
（主なもの）

交付金

従事職員数(人) 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 5,610 0 0
総コスト
計

5,610

8,700

人件費（B） 2,610 0 0
人件費割
合(%)

46.5

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

農地中間管理機構集積金交付
事業

県支出金 福岡県農地集積・集約化対策事業補助金交付要綱 100%



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 博多和牛ブランド強化対策事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　「博多和牛」の出荷頭数を拡大し、県産ブランド牛肉とし
ての地位を確立するために、博多和牛の肥育もと牛の導入
経費を助成し、博多和牛生産者の経営安定に資する。

事業主体 博多和牛生産登録者

実施方法 補助

事業内容

　「博多和牛」出荷頭数の拡大を図るため、博多和牛生産
登録者に対する、肥育もと牛を導入する経費の助成

【補助対象】
　補助対象　農業協同組合（受益者　博多和牛生産登録
者）
　補助率　　定額　52,000円/頭

進捗状況
・
現状

糸島市内博多和牛生産登録者　４
経営体

Ｈ29要望　15頭　　780,000円
Ｈ30要望　24頭　1,248,000円
Ｈ31要望　25頭　1,300,000円

事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

3,328
6 2 5

3,328千円

総事業費 3,328千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 3,328千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

1,119

成果指標 所得が向上した経営体数（戸） 0 0 4

農業者 所得向上

活動指標 肥育もと牛数（頭） 1,055 1,055

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
1,248 1,300 2,548

地方債
0

その他
0

一般財源
0

事業費（A）
1,248 1,300 0 2,548

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0
平均人件
費

総コスト（A＋B） 2,118 2,170 0
総コスト
計

4,288

8,700

人件費（B） 870 870 0
人件費割
合(%)

40.6

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

福岡県畜産振興総合対策事業
費補助金

県支出金 福岡県畜産振興総合対策事業費補助金交付要綱 定額



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

農業用施設の工事に係る分担
金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例 5%

総コスト（A＋B） 21,220 21,220 21,220
総コスト
計

63,660

8,700

人件費（B） 5,220 5,220 5,220
人件費割
合(%)

24.6

事業費内訳
（主なもの）

水路･井堰･ため池
改良工事

水路･井堰･ため池
改良工事

水路･井堰･ため池
改良工事

従事職員数(人) 0.6 0.6 0.6
平均人件
費

事業費（A）
16,000 16,000 16,000 48,000

一般財源
15,200 15,200 15,200 45,600

0

その他
800 800 800 2,400

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した3年間事業費 48,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

80

成果指標
農業用施設の管理負担軽減
（％）

50 87 80

農業生産者及び
地元維持管理者

農業用施設の維持管理労
力の軽減

活動指標 整備実施箇所累計（箇所） 0 100

事業期間 - 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

48,000
6 2 6

48,000千円

事業費
(平成30-32年度)

48,000千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

１．水路関連施設の老朽化や破損に伴い、地元受益者 よ
り修繕や改良の要望があり、それらの改善を行う。
２．農業生産者の高齢化や、近年の集中豪雨に対し安全
に作業ができるように、板堰の改良等を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

①水路改良工事
　　農業用水路（側溝等）の整備
②井堰改良工事
　　板堰を巻揚げ式やスライド式に変更、落差工部の改修
等
③ため池改良工事
　　斜樋、底樋、張ﾌﾞﾛｯｸ等の整備

進捗状況
・
現状

平成26年度　21か所　19,665千円

平成27年度　10か所  　9,451千円

平成28年度　23か所　18,787千円
水　路   17か所、井堰   3箇所
ため池    1か所、 農道　2箇所

平成29年度　8か所　16,000千円

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 農業施設整備市単独事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

農業用施設の工事に係る分担
金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例 5%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

県支出金 県支出金 福岡県農村整備総合事業補助金交付要綱 40%

総コスト（A＋B） 19,380 19,380 0
総コスト
計

38,760

8,700

人件費（B） 4,350 4,350 0
人件費割
合(%)

22.4

事業費内訳
（主なもの）

水路・井堰・溜池等
改良工事

水路・井堰・溜池等
改良工事

従事職員数(人) 0.5 0.5
平均人件
費

事業費（A）
15,030 15,030 0 30,060

一般財源
8,580 8,580 17,160

0

その他
450 450 900

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
6,000 6,000 12,000

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 130,208千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

25

成果指標
農業用施設の管理負担軽減
（％）

50 91 80

農業生産者及び
地元維持管理者

農業用施設の維持管理労
力の軽減

活動指標 整備実施実施箇所累計（箇所） 0 34

事業期間 平成23年度 ～ 平成31年度（9年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

130,208
6 2 6

77,969千円

総事業費 130,208千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　農村生活環境の改善のために、ため池及び農業用排水
路等の整備改善を行う。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

県単補助事業（補助4割）による農業用施設（水路、溜池、
井堰等）の改良工事を行う。
地元負担を軽減するために高額となる工事を対象とする。

・水路改良工事
・井堰改良工事
・溜池改良工事

進捗状況
・
現状

平成26年度　　　31,043千円
　井堰3か所、水路9か所、溜池 1か
所
平成27年度　　　28,791千円
　井堰　3か所、水路　3か所
平成28年度　　　18.254千円
　井堰　3か所、水路　3か所
平成29年度　　　10.000千円
　井堰　1か所、水路　2か所

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 農村環境整備事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

土地改良施設維持管理適正化
事業負担金

県支出金 土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱 30%

農業用施設の工事に係る分担
金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例 10%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

土地改良施設維持管理適正化
事業負担金

国庫支出金 土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱 30%

総コスト（A＋B） 3,044 3,044 2,372
総コスト
計

8,460

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割
合(%)

61.7

事業費内訳
（主なもの）

水路・井堰・溜池等
改良工事

水路・井堰・溜池等
改良工事

水路・井堰・溜池等
改良工事

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2
平均人件
費

事業費（A）
(1,881) (1,881) (985) (4,747)
1,304 1,304 632 3,240

一般財源
1,304 1,304 632 3,240

0

その他
(117) (117) (61) (295)

0

財
源
内
訳

国庫支出金
(882) (882) (462) (2,226)

0

県支出金
(882) (882) (462) (2,226)

0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 97,296千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

13

成果指標 農業用施設の管理負担軽減 50 75 80

農業生産者及び
地元維持管理者

農業用施設の維持管理労
力の軽減

活動指標
土地改良関連施設の整備実施
箇所累計（箇所）

0 11

事業期間 平成24年度 ～ 平成32年度（9年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

23,256
6 2 6

23,414千円

総事業費 98,475千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　農業用用排水路の改良、ため池の改修、井堰及び排水
機場の修繕について計画的な整備と維持管理に努め農業
生産基盤の安定を図る。

事業主体 土地改良区

実施方法 負担金

事業内容

①維持管理適正化事業
　「適正化事業」に加入して、整備補修に必要な費用の一
定額を拠出金として5年間土地改良連合会に拠出する。
そして5年間のうちに事業を実施する。事業実施する年度
に、国の補助金と県の補助金をそれぞれ3割ずつ合わせた
6割の補助金と4割の拠出金額を交付金として事業を実施
する。

進捗状況
・
現状

平成27年度実施
適正化事業　井堰1か所（浦志）
平成28年度実施
適正化事業　井堰2か所（高野､池
田）
平成29年度実施
　適正化事業　井堰1か所（池田）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 市営土地改良事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

環境保全型農業直接支援対策
事業

県支出金 多面的支払交付金交付金実施要綱 25％

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

環境保全型農業直接支援対策
事業

国庫支出金 多面的支払交付金交付金実施要綱 50％

総コスト（A＋B） 155,732 155,732 0
総コスト
計

311,464

8,700

人件費（B） 6,960 6,960 0
人件費割
合(%)

4.5

事業費内訳
（主なもの）

農地維持活動交付金
共同活動交付金
長寿命化交付金

農地維持活動交付金
共同活動交付金
長寿命化交付金

従事職員数(人) 0.8 0.8
平均人件
費

事業費（A）
148,772 148,772 0 297,544

一般財源
37,193 37,193 74,386

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
74,386 74,386 148,772

県支出金
37,193 37,193 74,386

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 450,039千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

4,203(ha)

成果指標
地域が保全管理する農地割合
（％）

63 76 100

農業生産者及び
地元維持管理者

農村環境への意識の向上

活動指標
農業振興地域(農用地)内の加
入農地（ｈａ）

2,645(ha)
（80組織）

3,204(ha)
(80組織)

事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

447,557
6 2 6

450,039千円

総事業費 447,557千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　近年の農業は、農村の高齢化や混住化が進行し、農地や農業用排水
等の資源をこれまでどおり地域で適切に保全管理していくことが困難に
なってきている。そのため、地域住民が一体となって農地や農業用水等
の資源を環境や景観に配慮しながら保全管理していく。

事業主体 糸島市

実施方法 補助

事業内容

国、県、市負担金を合わせ市から事業費を各組織へ交付金を支払う。
【共同活動支援事業】　78組織
地域共同による農地・農業用水等の施設の保全管理（水路の泥上げや農
道の路面維持等）と農村環境の保全向上（生物多様性保全・景観形成
等）に取組む。
【長寿命化活動支援交付金】　6組織
老朽化が進む農地周りの水路施設等の長寿命化の取組みや、水質・土
壌等の高度な農地・水の保全活動への支援を行う農業用施設の改修を
外部発注できる事業
負担割合：国50％　県25％　市25％

進捗状況
・
現状

H27　前原34志摩21二丈17　72団体
H28　前原40志摩23二丈17  80団体
H29　前原40志摩23二丈15  78団体
共同活動(農地維持分）面積
　　　　田：　2,822ha 　畑：   382ha
長寿命化活動面積
　　　　田：　　368ha　 畑：　　57ha

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 多面的機能支払交付金事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

県支出金
基幹水利施設ストックマネジメント事業実施要綱（平成19年3月30日付け
18農振第1855号農林水産事務次官依命通知）

25%

農業用施設の工事に係る分担
金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例 5%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

農山漁村地域整備交付金 国庫支出金
基幹水利施設ストックマネジメント事業実施要綱（平成19年3月30日付け
18農振第1855号農林水産事務次官依命通知）

50％、55％

総コスト（A＋B） 53,575 38,650 45,391
総コスト
計

137,616

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

5.7

事業費内訳
（主なもの）

（岩本、深江、荻浦）
排水機場整備負担金
土地改良連合会負担金

（荻浦、一貴山）
排水機場整備負担金
土地改良連合会負担金

（一貴山、片山）
排水機場整備負担金
土地改良連合会負担金

【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

事業費（A）
【（154,513）】（152,362） (107,475) (127,575)【（154,513）】（387,412）

【51,695】50,965 36,040 42,781【51,695】129,786

一般財源
【31,095】32,703 23,087 27,268【31,095】83,058

【20,600】18,200 12,800 15,300【20,600】46,300

その他
62 153 213 428

財
源
内
訳

国庫支出金
【（103,009）】（101,575） (71,650) (85,050)【（103,009）】（258,275）

0

県支出金
【（51,504）】（50,787） (35,825) (42,525)【（51,504）】（129,137）

0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 1,660,187千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

10

成果指標
農業用施設の管理負担軽減
（％）

50 65 100

排水区域内関係
者

農業用施設の維持管理労
力の軽減

活動指標 整備済み施設数（箇所） 0 3

事業期間 平成24年度 ～ 平成34年度（11年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

418,420
6 2 6

403,420千円

総事業費 1,761,226千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　県営土地改良事業により築造された施設（湛水防除施設）の有
効利用（延命化）を図るため、施設の老化状況等を調べる機能診
断を行い、機能保全計画に基づく対策工事等を一体的に実施す
るとともに、水利施設の整備を推進し、水利用の効率化、省力
化、安全性向上を図る。

事業主体 福岡県

実施方法 負担金

事業内容

平成24年度～平成27年度に機能診断調査を実施。調査結果に
基づき計画的な整備を進める。
整備済　（寺山、小富士、浦志）
①岩本排水機場　H27.28,29,30改修工事
②深江排水機場　H28,29,30改修工事
③荻浦排水機場　H29,30,31改修工事
④一貴山、片山排水機場　H31,32,33,34改修工事
⑤雷山大溜池ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ　H30,31,32改修工事
※負担割合　国：県：市　50：25：25

進捗状況
・
現状

H27 小富士 113,520千円
       岩本　　 73,320千円
  　　 荻浦　　機能診断
H28 岩本　　248,512千円
　　　 深江　　140,000千円
H29 改修工事　岩本、深江、荻浦
　　　 機能診断　新田

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 農業水利施設等整備事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

県支出金
経営体育成基盤整備事業実施要綱
（平成21年3月31日付20農振第2257号農林水産事務次官依命通知）

事業費30％

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地域自主戦略交付金 国庫支出金
経営体育成基盤整備事業実施要綱
（平成21年3月31日付20農振第2257号農林水産事務次官依命通知）

事業費55％

総コスト（A＋B） 13,565 24,051 24,051
総コスト
計

61,667

8,700

人件費（B） 4,350 4,350 4,350
人件費割
合(%)

21.2

事業費内訳
（主なもの）

県営事業負担金
技術支援補助金

県営事業負担金
調査調整事業負担金
技術支援補助金

県営事業負担金
調査調整事業負担金
技術支援補助金

（　）は国、県負担
及び受益者負担分

従事職員数(人) 0.5 0.5 0.5
平均人件
費

事業費（A）
(83,250) (219,225) (219,225) (521,700)
9,215 19,701 19,701 48,617

一般財源
3,315 3,801 3,801 10,917

5,900 15,900 15,900 37,700

その他
(6,750) (17,775) (17,775) (42,300)

0

財
源
内
訳

国庫支出金
(49,500) (130,350) (130,350) (310,200)

0

県支出金
(27,000) (71,100) (71,100) (169,200)

0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 3,311,850千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

148.4

成果指標 地区内圃場整備率（％） 0 64 100

芥屋地区:145戸
寺山地区:97戸

農地区画が大規模になり
大型機械が使用でき生産
規模の拡大、生産ｺｽﾄの削
減等効果は大きい。

活動指標 地区内圃場整備面積（ha） 0 95.1

事業期間 平成20年度 ～ 平成36年度（16年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

161,675
6 2 6

153,030千円

総事業費 2,788,450千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　将来の農業を担う経営体（担い手等）を育成するため、農業生
産基盤の整備を一体的に行い、髙生産農業の展開に向けた大
規模水田地区の整備を推進することで、優良農地の維持保全や
農業の多面的機能の十分な発揮に資するとともに食料自給率の
向上及び農業経営の安定を図る。

事業主体 福岡県

実施方法 負担金

事業内容

①沖田地区：事業名：農業競争力強化基盤整備事業
　 受益面積：35.2ha、総事業費：619,000千円 H27～35
②大入地区：事業名：農業競争力強化基盤整備事業
　 受益面積：18.1ha、総事業費：374,000千円 H27～35
③技術支援：嘱託員雇用費用　2,330千円/年
④調査調整事業(国55％：市45％)　事業費3,000千円/年

進捗状況
・
現状

平成27年度
　芥屋地区事業費：　 　 　9,500千円
　沖田・大入地区事業費： 9,850千円
平成28年度
　沖田　基本設計事業費：15,000千円
　大入　基本設計事業費：15,000千円
平成29年度
　沖田　認可申請
　大入　認可申請

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 県営土地改良事業（圃場整備） 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

県営農地防災事業 県支出金 県営ため池等整備事業実施要綱 42、37％、30％

分担金 その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例 5%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

農村地域防災減災事業 国庫支出金 農地防災事業（河川応急対策）実施要綱 50、55％

総コスト（A＋B） 3,654 35,439 25,576
総コスト
計

64,669

8,700

人件費（B） 870 870 870
人件費割
合(%)

4.0

事業費内訳
（主なもの）

県営事業負担金
土地改良連合会負担金

県営事業負担金
土地改良連合会負担金

県営事業負担金
土地改良連合会負担金

（　）は国、県負担
及び受益者負担分

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1
平均人件
費

事業費（A）
(16,545) (252,712) (207,092) (476,349)
2,784 34,569 24,706 62,059

一般財源
584 8,471 5,181 14,236

2,200 24,900 18,900 46,000

その他
1,198 625 1,823

財
源
内
訳

国庫支出金
(10,515) (151,417) (119,897) (281,829)

0

県支出金
(6,030) (101,295) (87,195) (194,520)

0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 1,947,180千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

8

成果指標
改修必要箇所に対する改修実
施率（％）

0 25 100

農業用施設管理
者

農業用施設の良好な運転
管理

活動指標 井堰改修実施箇所（箇所） 0 2

事業期間 平成18年度 ～ 平成32年度（14年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

267,340
6 2 6

248,049千円

総事業費 2,106,080千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　井堰施設整備、統合を行い、農用地、農業用施設の災
害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営
の安定を図る。

事業主体 福岡県

実施方法 負担金

事業内容

 ・大堺井堰（雷山川流域　新田　井堰撤去工事）
　事業年度：H26～H30年度　総事業費：49,000千円
　負担割合：国50％　県42％　市8％
 ・泊地区(宮星､上土居､ｺｲｹﾀﾞ､梶取井堰)
　負担割合：国55％県37％市8％　H26機能診断実施、
　事業費：343,300千円、H31工事実施
・小富士地区（鰐口ため池）　国55％　県30％　市15％
　事業費：366,000千円、H31工事実施

進捗状況
・
現状

平成27年度
　高田井堰　事業費：4,460千円
平成28年度
　大堺井堰　　実施設計：  6,000千円
　泊地区　　　 調査計画：13,000千円
　小富士地区 基本設計：10,500千円
平成29年度
大堺井堰　　工事実施：41,000千円
泊地区　　　　基本設計：36,000千円
小富士地区　認可申請

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 県営農地防災事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 農地耕作条件改善事業 担当部課 産業振興部 農林水産課

事業目的

　生産効率を高め競争力ある「攻めの農業」を実現するために農
地の大区画化・汎用化等の基盤整備により、担い手へ農地集積
を加速化させる事が必要。そのために水田の区画拡大や暗渠排
水整備を実施する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

農地の水田の排水不良等を改善するために基盤整備（暗
渠排水）を実施する。

・事業主体　市が事業主体となり工事を発注する。
・補助額　定額 10万円／10a
　　　　　　 農地集約加算は12万円／10a
　　　　　　補助残は申請者負担

・整備申請者　16人　整備面積30.82ha

進捗状況
・
現状

･H25年度　農業基盤整備促進事業事業実施
面積　7ha（志摩桜井、波多江）
･H26年度 要望取りまとめ
              要望申請　78ha整備要望
･H27年度 事業割当無
･H28年度 事業費4,080千円2.9ha
・H29年度　農地耕作条件改善事業により実
施　面積20.2ha　受益者6人
工事費　40,400千円　設計費3,030千円
･H30年度　面積10.62ha　受益者10人
工事費21,240千円　設計費1,593千円

事業期間 平成29年度～平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

43,430
6 2 6

71,961千円

総事業費 98,513千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 71,961千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

33.47

成果指標 整備農地の収穫率（％） 70 70 100

農業生産者 生産性の向上

活動指標 暗渠排水整備面積（ha） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
13,179 17,250 30,429

地方債
0

その他
9,654 15,000 24,654

一般財源
0

事業費（A）
22,833 32,250 0 55,083

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費
設計委託費

工事請負費
設計委託費

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 25,443 34,860 0
総コスト
計

60,303

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

8.7

受益者分担金 その他 糸島市農業基盤整備分担金徴収条例
事業費から補助
金を控除した額

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

農地耕作条件改善事業 県支出金
農地耕作条件改善事業実施要綱（平成27年４月９日付け6農振第2069号
農林水産事務次官依命通知。）

10万円／10a



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

ｲﾉｼｼ捕獲報償金負担金(ＪＡ) その他 定額

総コスト（A＋B） 16,100 0 0
総コスト
計

16,100

8,700

人件費（B） 8,700 0 0
人件費割
合(%)

54.0

事業費内訳
（主なもの）

①補助金
②報償金
③委託費

従事職員数(人) 1
平均人件
費

事業費（A）
7,400 0 0 7,400

一般財源
5,600 5,600

0

その他
1,800 1,800

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 138,543千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

2,140
（2倍）

成果指標 鳥獣被害額の軽減（千円）
59,340
(23年度）

75,223
(25年度）

41,538
（30％減）

農林業生産者
鳥獣被害防止による営農
意欲の向上

活動指標
ｲﾉｼｼ等捕獲報償金によるイノ
シシ捕獲数（頭）

1,070
(23年度）

2,030
(28年度）

事業期間
①平成22年度 ～ 平成30年度（9年間）②平成23年度 ～ 平成30年度（8年間）
③平成23年度 ～ 平成30年度（8年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

138,543
6 2 3

138,543千円

総事業費 138,543千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

農作物被害が甚大であることから鳥獣被害防止対策を行う。
①鳥獣被害防止総合対策事業：有害鳥獣捕獲及び防除対策に国補助
金が交付され、交付金不足分を補助する。
②ｲﾉｼｼ捕獲推進事業：ｲﾉｼｼ捕獲対策として、捕獲報償金を交付。
③有害鳥獣捕獲事業(ｻﾙ捕獲・調査)：サル被害対策として、生息状況調
査による追払い対策、捕獲による個体数調整を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 補助、直営、委託

事業内容

①鳥獣被害防止総合対策事業
　鳥獣被害防止施設等の整備（事業費の1/3補助）
　金網柵設置、電気柵設置
②ｲﾉｼｼ等捕獲報償金
　狩猟期間(10月～3月)に捕獲したｲﾉｼｼ､ｱﾅｸﾞﾏ､ｱﾗｲｸﾞﾏに2,000
円/頭を報償金として交付する。（上限1,900頭まで）
③ｻﾙ被害防除して、追払い対策のための生息状況調査と個体
数調整のための捕獲活動業務を「サル捕獲・調査会」に委託す
る。

進捗状況
・
現状

H27  ①電気柵30.0km　金網柵35.1km
       ②ｲﾉｼｼ等捕獲報償金
　      @2,000円*1,861頭=3,722千円
       ③サルの生息・捕獲調査
　      ｻﾙ捕獲頭数37頭
H28  ①電気柵20.7km　金網柵30.6km
       ②ｲﾉｼｼ等捕獲報償金
　      @2,000円*2,138頭=4,276千円
       ③サルの生息・捕獲調査
　      ｻﾙ捕獲頭数33頭

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 鳥獣被害防止総合対策事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 環境保全型農業直接支払事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　化学肥料･農薬の低減に加え、農業分野において地球温暖化
防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動に取り組む農
業者で組織する団体への直接支援により、温暖化防止や生物の
生育環境保全の促進を図る。

事業主体 農業者団体

実施方法 負担金

事業内容

　下記のいずれかに取り組む団体に対し補助する。
　　①カバークロップ（緑肥）の作付
　　②堆肥施用
　　③有機農業
　　④県特認（草生、省耕起播種など）
　
　・負担割合…国1/2、県1/4、市1/4
　・交付単価…3,000～8,000円/10ａ

進捗状況
・
現状

実施状況
・H24：18名、約42.7ha
・H25：17名、約48.4ha
・Ｈ26：20名、約49.4ha
（制度改正）
・H27：4団体(26名)、約54.3ha
・H28：4団体(26名)、約55.8ha
・H29：　　　同上（計画）

事業期間 平成27年度 ～ 平成31年度（5年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

20,000
6 2 3

20,000千円

総事業費 20,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 20,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

5

成果指標 取組み面積（ha） 49 55 55

農業者 所得向上

活動指標 取組み団体数（団体） 4 4

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
3,000 3,000 6,000

地方債
0

その他
0

一般財源
1,000 1,000 2,000

事業費（A）
4,000 4,000 0 8,000

事業費内訳
（主なもの）

交付金 交付金

従事職員数(人) 0.1 0.1
平均人件
費

総コスト（A＋B） 4,870 4,870 0
総コスト
計

9,740

8,700

人件費（B） 870 870 0
人件費割
合(%)

17.9

環境保全型農業直接支払交付
金

県支出金 福岡県環境保全型農業直接支払交付金実施要綱 25%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

環境保全型農業直接支払交付
金

国庫支出金 環境保全型農業直接支払交付金実施要綱 50%



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 農業次世代人材投資事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　次世代を担う農業者となることを志向する新規就農者に
対し農業次世代人材投資資金を交付することで、新規就
農者の就農後の定着を図る。

事業主体 新規就農者

実施方法 補助

事業内容

【対象者】
　独立自営就農時の年齢が原則45歳未満の者
【交付額】
　上限150万円/年　（最長5年間）
【要件】
　青年等就農計画の認定を受けた者

※事業名変更：旧「青年就農給付金事業」

進捗状況
・
現状

平成28年までの対象者:44名
うち平成28年度新規対象者4名

事業期間 平成30年度 ～ 平成32年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

180,000
6 2 3

183,000千円

総事業費 180,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 183,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

55

成果指標
上記のうち離農した者の数
（人）

1 1 1

新規就農者 経営の安定

活動指標 給付者数（人） 44 44

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
60,000 60,000 60,000 180,000

地方債
0

その他
0

一般財源
0

事業費（A）
60,000 60,000 60,000 180,000

事業費内訳
（主なもの）

交付金 交付金 交付金

従事職員数(人) 0.4 0.4 0.4
平均人件
費

総コスト（A＋B） 63,480 63,480 63,480
総コスト
計

190,440

8,700

人件費（B） 3,480 3,480 3,480
人件費割
合(%)

5.5

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

農業次世代人材投資事業 県支出金 福岡県農業次世代人材投資事業実非補助金交付要綱 100%



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト、移住支援プロジェクト

事業名 福吉地域元気づくり事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　福吉地域の農(漁)業と農(漁)村の振興を目的に、地域お
こし協力隊を配置し、福吉地域づくり推進協議会や市、関
係機関等と連携しながら、直売所「福ふくの里」を拠点とし
た地域の元気づくり（活性化）事業を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

◎平成29～32年度：地域おこし協力隊員　１名配置
　　　……配置費用は、特別交付税により財政支援
◎隊員業務は、下記のとおり。
 ①直売所の活性化イベントなどの企画や開催、支援
 ②集荷や出荷、6次産業化、就農などへの支援
 ③福吉地域への来訪者増加などのための支援
 ④地域のイメージアップにつながる情報発信
 ⑤福吉地域のビジョン実現や課題に応じた支援活動

進捗状況
・
現状

平成29年度より事業開始
　・4月募集開始
　・7月採用・配置
地域での受入準備
　・行政区毎の担当者の配置
　・福ふくの里での受入実施
業務の進捗
　・発信する情報の集約

事業期間 平成29年度 ～ 平成32年度（4年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

12,137
6 2 3

12,137千円

総事業費 12,137千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 12,137千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

1

成果指標
福吉地域づくり推進協議会の
元気づくり事業数（事業）

0 2 10

福吉校区住民 地域の活性化

活動指標
地域おこし協力隊員受入数
（人）

0 1

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
4,072 72 18 4,162

一般財源
4,000 1,000 5,000

事業費（A）
4,072 4,072 1,018 9,162

事業費内訳
（主なもの）

報償費
その他の経費

報償費
その他の経費

報償費
その他の経費

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 6,682 6,682 3,628
総コスト
計

16,992

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

46.1

雑入 その他 本人負担の光熱水費

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

糸島市定住・ブランド基金 その他 糸島市定住・ブランド基金条例



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 水田農業担い手機械導入支援事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　売れる米・麦・大豆づくりと併せ、生産コストの低減に積極
的に取り組む担い手を育成するとともに、地域農業の担い
手としてその経営の安定を図る。

事業主体 認定農業者、集落営農組織等

実施方法 補助

事業内容

　米、麦、大豆の生産者に対し、高性能農業機械の導入経
費の補助を行う。

補助率：1/2以内
財源：県費1/3以内+市費(義務負担)1/6以上

※福岡県では、3か年度（H28～H30）を1期として、補助制
度（補助金交付要綱等）の見直しが行われる。
※事業期間はH31までとしているが、県の動向次第では今
後も継続していく。

進捗状況
・
現状

H21実績　4経営体
H22実績　4経営体
H23実績　5経営体
H24実績　4経営体
H25実績　5経営体
H26実績　5経営体
H27実績　5経営体
H28実績　6経営体
H29計画　4経営体
H21合併時からの累計38経営体

事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

104,850
6 2 8

104,850千円

総事業費 226,476千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 226,476千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

46

成果指標 うち、農業算出額の増加数(件) 38 38 46

農業者 所得向上

活動指標
新規事業実施主体数(件)
※補助交付件数

38 38

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
23,300 23,300 46,600

地方債
0

その他
(40,542) (40,542) (81,084)

0

一般財源
11,650 11,650 23,300

事業費（A）
(40,542) (40,542) (81,084)
34,950 34,950 0 69,900

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金
その他の(　)は受益者
負担金(補助残)
※外数

従事職員数(人) 0.3 0.3 0
平均人件
費

総コスト（A＋B） 37,560 37,560 0
総コスト
計

75,120

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

6.9

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

福岡県農業振興対策事業費補
助金

県支出金 福岡県農業振興対策事業費補助金交付要綱 1/3以内



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 糸島極旨ブドウ栽培支援事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　九州大学が研究、育成したブドウ新品種「BKシードレス」
の栽培と産地化を推進することによって、本市農産物のブ
ランド力向上と農業所得の向上を図る。

事業主体 農業者の団体

実施方法 補助

事業内容

　本市の生産者団体の新規作物「ＢＫシードレス」栽培普及
に取組む経費の一部補助
・対象者
　　BKシードレス栽培研究会
・対象経費
　　苗木代、販促経費(試食会、PR、ロゴデザイン)等
・補助率
　　90％以内

進捗状況
・
現状

➤H26実績
　11月に、研究会を設立済み
　九州大学が育成する試験栽培用
の苗木16本譲り受け、H27初に栽培
開始
　注）・定植3年後から収穫可(10房)
➤H27実績　苗木入手できず。
➤H28実績　苗木57本購入

事業期間 平成27年度 ～ 平成30年度（4年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

2,988
6 2 3

2,988千円

総事業費 3,320千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 3,320千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

3.0

成果指標 生産者の満足度（%） 0 0 80

農業者 所得向上

活動指標 栽培面積の拡大（ha） 0 0.4

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
(78) (78)
702 702

一般財源
0

事業費（A）
(78) (78)
702 0 0 702

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.2 0 0
平均人件
費

総コスト（A＋B） 2,442 0 0
総コスト
計

2,442

8,700

人件費（B） 1,740 0 0
人件費割
合(%)

71.3

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

糸島市定住・ブランド基金 その他 糸島市定住・ブランド基金条例



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

水源保全基金繰入金 その他 糸島市水源保全基金条例 100%

総コスト（A＋B） 6,610 6,610 0
総コスト
計

13,220

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

39.5

事業費内訳
（主なもの）

水源林整備促進事業
支援金、間伐補助
金、用地購入

水源林整備促進事業
支援金、間伐補助
金、用地購入

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

事業費（A）
4,000 4,000 0 8,000

一般財源
0

0

その他
4,000 4,000 8,000

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 55,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

350

成果指標
森林環境が向上したと感じる人
の割合（％）

0 0 50

市民 水源涵養機能の向上

活動指標 水源涵養林整備（ha） 0 260

事業期間 平成21年度 ～ 平成31年度（11年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

55,000
6 3 1

55,000千円

総事業費 55,000千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　糸島市の水源の保全及び森林の公益的機能である水源
かん養機能の向上を目的として、水源地の森林整備や山
の大切さを市民に理解していただくためのソフト事業を行
う。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

水源の保全を目的とした事業とし、具体的な事業内容につ
いては「前原市水源保全基金運営委員会」で協議し、以下
の４項目に決定している。
①間伐事業
②広葉樹植林
③公有林化
④啓発事業

進捗状況
・
現状

平成28年度実績
間伐1.34ha、竹転0.66ha、
下草刈4.40ha
山林購入
王丸　1,742㎡
真名子木の香ランドで約290人参加
の第5回植樹祭を実施

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　林業生産基盤や生産条件を整備し、担い手の育成と林業の成長産業化を図る

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 水源保全基金運営事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

県費補助 県支出金 受託事業（立木補償） 100%

地域活性化事業 地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率90％） 30%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

県費補助 県支出金 林道開設事業条件整備事業（用地購入） 40%

総コスト（A＋B） 54,324 14,562 0
総コスト
計

68,886

8,700

人件費（B） 6,090 6,090 0
人件費割
合(%)

17.7

事業費内訳
（主なもの）

負担金、測量委託
費、公有財産購入
費、補償費

測量委託費、公有財
産購入費

従事職員数(人) 0.7 0.7
平均人件
費

事業費（A）
(220,000) (220,000)
48,234 8,472 0 56,706

一般財源
12,434 7,072 19,506

28,200 28,200

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
(220,000) (220,000)

7,600 1,400 9,000

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 6,140,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

19,181

成果指標 移動に要する時間の短縮（分） 30
30（平成24年度
部分開通）

10（平成30年度
全線開通）

林業従事者 森林施業時間の短縮

活動指標 開設延長（ｍ） 0 16,744

事業期間 平成5年度 ～ 平成31年度（27年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

621,707
6 3 2

614,000千円

総事業費 6,217,070千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　森林の保全並びに林業施業の省力化を図るため、広域
基幹林道を軸とした林道のネットワーク化を推進する。 事業主体 福岡県

実施方法 負担金

事業内容

・県営広域基幹林道整備事業に対する負担金
　（事業費の10%）
・用地購入は県費補助事業として市が行う。
　（補助率は40%）
・立木補償費は県からの受託事業で市が行う。
　（全額県事業費）
◎第３雷山浮嶽線　総延長　Ｌ＝19,181ｍ
　　　29年度以降残延長　Ｌ＝2,437ｍ
・28年度実績Ｌ＝484ｍ、・29年度予定Ｌ＝300ｍ

進捗状況
・
現状

　急峻な地形や脆弱な地質のため工事が計画どお
り進捗しなかったため、平成17年度に計画期間を5
年間伸ばし平成27年度までとした。しかしながら、計
画変更後も豪雨による法面崩壊が頻繁に発生し、そ
の都度工事工程の見直しを行いその復旧に時間と
経費を要したため工事の進捗が遅れた。残工事区
間についても、急峻な地形が続き擁壁工が必要な
区間が多く工事が容易でないことから、工事期間を
再考した結果、平成27年度の完成が見込めないた
め、事業計画を変更し平成30年度まで期間を延長
した。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　林業生産基盤や生産条件を整備し、担い手の育成と林業の成長産業化を図る

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 広域基幹林道開設事業（道整備交付金・地域活性化事業） 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

地域活性化事業 地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率90％） 30%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

県費補助 県支出金 福岡県林道事業補助金 40%

総コスト（A＋B） 6,790 6,790 0
総コスト
計

13,580

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 0
人件費割
合(%)

25.6

事業費内訳
（主なもの）

舗装工事費 舗装工事費

従事職員数(人) 0.2 0.2
平均人件
費

事業費（A）
5,050 5,050 0 10,100

一般財源
350 350 700

2,700 2,700 5,400

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
2,000 2,000 4,000

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 63,600千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

6,108

成果指標 移動に要する時間の短縮（分） 30 22 15

林業従事者 森林施業時間の短縮

活動指標 舗装済延長（ｍ） 990 3,536

事業期間 平成21年度 ～ 平成31年度（11年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

63,600
6 3 2

63,600千円

総事業費 63,600千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　林道一の原線は、森林施業に多く利用されているが、未
舗装部分が半分あり、降雨後は路面浸食により通行に支
障が生じるため、舗装工事を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

『地域再生計画（H20～H24）』で、林道一の原線舗装工事
を計画し、Ｈ２１とＨ２２に工事実施し、H23とH24は工事休
止。
H25はH24補正予算（道整備交付金）により４９９ｍの整備を
実施。
路線延長Ｌ＝６，１０８ｍのうち未舗装区間Ｌ＝２，４４９ｍの
舗装工事を県単独林道事業により実施する。
負担割合　県　４／１０　　市　６／１０

進捗状況
・
現状

Ｈ21～Ｈ22　935ｍ舗装済
・Ｈ25　Ｌ＝499ｍ
（道整備交付金事業）
・Ｈ26　Ｌ＝520ｍ
・Ｈ27　Ｌ＝296ｍ
・Ｈ28　Ｌ＝419ｍ
・Ｈ29　Ｌ＝200ｍ予定

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　林業生産基盤や生産条件を整備し、担い手の育成と林業の成長産業化を図る

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 県単独林道事業（林道一の原線） 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

糸島市林業振興事業補助金 その他 糸島市林業振興事業補助金交付規程 12%

水源保全基金繰入金 その他 糸島市水源保全基金条例 100%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

森林環境保全整備事業補助金 県支出金 福岡県造林事業交付金交付規程 68%

総コスト（A＋B） 5,140 5,140 0
総コスト
計

10,280

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 0
人件費割
合(%)

33.9

事業費内訳
（主なもの）

森林整備補助金 森林整備補助金

従事職員数(人) 0.2 0.2
平均人件
費

事業費（A）
(25,000) (25,000) (50,000)
3,400 3,400 0 6,800

一般財源
0

0

その他
(5,680) (5,680) (11,360)
3,400 3,400 6,800

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
(19,320) (19,320) (38,640)

0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 284,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

40

成果指標
森林整備で間伐された割合
（％）

0 30 25

森林所有者
間伐による森林環境の向
上

活動指標 間伐実施面積（ha/年） 0 9.12

事業期間 平成22年度 ～ 平成31年度（10年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

34,000
6 3 5

34,000千円

総事業費 284,000千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　間伐による森林整備を行うことにより、森林環境の向上を
図り、水源涵養機能等の多面的機能も高める。 事業主体 糸島市

実施方法 補助

事業内容

・樹齢が16年生以上80年生以下の間伐に対する補助を実
施
・事業費の負担割合
　国県補助68％、市負担12％、所有者負担20％ 進捗状況

・
現状

・平成26年度実績
　森林整備面積　間伐　8.07ha
・平成27年度実績
　森林整備面積　間伐　6.87ha
・平成28年度実績
　森林整備面積　間伐　9.12ha
・平成29年度計画
　森林整備面積　間伐　40ha

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　林業生産基盤や生産条件を整備し、担い手の育成と林業の成長産業化を図る

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 森林整備事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

福岡県荒廃森林再生事業交付
金

県支出金 福岡県荒廃森林再生事業交付金交付要綱 100%

総コスト（A＋B） 66,349 82,610 82,610
総コスト
計

231,569

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

3.4

事業費内訳
（主なもの）

荒廃森林調査委託
森林整備委託

荒廃森林調査委託
森林整備委託

荒廃森林調査委託
森林整備委託

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

事業費（A）
63,739 80,000 80,000 223,739

一般財源
0

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
63,739 80,000 80,000 223,739

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 794,253千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

768

成果指標
荒廃した森林を改善した割合
(％)

0 0 80

市民及び森林所
有者

森林整備による森林環境
の向上

活動指標 荒廃森林整備面積(ｈａ) 0 0

事業期間 平成30年度 ～ 平成32年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

223,739
6 3 5

794,253千円

総事業費 223,739千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　平成20年度からの森林環境税の創設に伴い、荒廃した
森林を再生し環境の優れた森として保全する。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

概ね15年以上手入れがなされていない森林を適切に整備
する。
・荒廃森林調査
・森林の整備（間伐・除伐） 進捗状況

・
現状

・平成28年度 実績
　荒廃森林調査 379.39ｈａ
　森林整備 208.44ｈａ
・平成29年度 予定
　荒廃森林調査 10.0ｈａ
　森林整備 140.0ｈａ

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　林業生産基盤や生産条件を整備し、担い手の育成と林業の成長産業化を図る

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 荒廃森林再生事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

糸島市ふるさと応援基金 その他 糸島市ふるさと応援寄附条例

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

水源保全基金繰入金 その他 糸島市水源保全基金条例 100%

総コスト（A＋B） 19,370 19,370 0
総コスト
計

38,740

8,700

人件費（B） 6,090 6,090 0
人件費割
合(%)

31.4

事業費内訳
（主なもの）

貯木場賃料、間伐材
等搬出補助金、地産
材活用推進業務委託

貯木場賃料、間伐材
等搬出補助金、地産
材活用推進業務委託

従事職員数(人) 0.7 0.7
平均人件
費

事業費（A）
13,280 13,280 0 26,560

一般財源
5,880 5,880

0

その他
13,280 7,400 20,680

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 58,840千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

12,000

成果指標 森林経営計画の認定面積（ha） 0 357 600

山所有者
林業従事者

間伐材、端材の流通による
森林整備の促進

活動指標
貯木場での間伐材等取扱量
（㎥）

0 5,718

事業期間 平成25年度 ～ 平成31年度(7年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

58,840
6 3 2

58,840千円

総事業費 58,840千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　主伐や間伐による木材の搬出・集荷・供給のしくみの構
築及び植林・育林・除伐・間伐・主伐の森林施業サイクル
の復活により、働く場の確保と林業従事者の所得向上を図
り、林業振興と森林保全に寄与する。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

①貯木場『伊都山燦』の運営
②間伐材等搬出補助金の交付
③地産材活用推進
④広域基幹林道沿線土地活用
⑤市有林の計画的整備

進捗状況
・
現状

①H25.10より貯木場の運営開始
②H25　 443ｔ 1,315千円
   H26 1,919t 5,629千円
　 H27 1,268t 3,701千円
　 H28 1,259t 2,512千円
③H25.4より1名雇用
　 Ｈ29.4より業務委託
④H25展望所2箇所設置
　 H26,27展望所整備(白糸)
   H28展望所整備（王丸）
⑤H25より森林経営計画を実施

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　林業生産基盤や生産条件を整備し、担い手の育成と林業の成長産業化を図る

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 糸島型森林再生プロジェクト事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

地域活性化事業 地方債 地方債同意等基準運用要綱（充当率90％） 30%

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

林業専用道等整備事業補助金 県支出金 森林環境保全整備事業 1/2以内

総コスト（A＋B） 28,681 27,681 27,681
総コスト
計

84,043

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

9.3

事業費内訳
（主なもの）

実施設計
設計審査（林野庁）
作設工事

設計審査（林野庁）
作設工事

設計審査（林野庁）
作設工事

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

事業費（A）
26,071 25,071 25,071 76,213

一般財源
1,371 1,371 1,371 4,113

11,700 11,200 11,200 34,100

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
13,000 12,500 12,500 38,000

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 109,825千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

1,500

成果指標
利用区域内の林内から搬出さ
れた素材材積（㎥）

0 0 3,280

森林整備施業者
林道整備による木材輸送
の効率化

活動指標 林業専用道の開設（ｍ） 0 0

事業期間 平成26年度 ～ 平成33年度（8年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

109,825
6 3 2

109,825千円

総事業費 109,825千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　間伐材の有効活用による森林保全を実行するため、木材
輸送機能を強化する林業専用道を整備し、効率的な木材
の搬出を促進し林業生産性の向上を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

①林業専用道作設について地域への周知と合意形成を図
る
②路網計画
③路線設計　車道幅員3.0ｍ、砂利道
④作設工事

進捗状況
・
現状

　現在市内には47路線約125㎞の林
道が開設されているが、これは骨格
部分であり、林道と森林をつなぐ補
助道路がなく、間伐材の搬出が困難
な森林が多い。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　林業生産基盤や生産条件を整備し、担い手の育成と林業の成長産業化を図る

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 林業専用道整備事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

農林水産業費県補助金 県支出金 水産多面的機能発揮対策交付金交付要綱 定額

総コスト（A＋B） 1,910 1,910 1,910
総コスト
計

5,730

8,700

人件費（B） 870 870 870
人件費割
合(%)

45.5

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1
平均人件
費

事業費（A）
(6,040) (6,040) (6,040) (18,120)
1,040 1,040 1,040 3,120

一般財源
840 840 840 2,520

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
(5,200) (5,200) (5,200) (15,600)

0

県支出金
(840) (840) (840) (2,520)
200 200 200 600

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 37,900千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

44,000

成果指標 対象生物（海藻）の増加量（ha） 13.8 13.8 17.6

糸島漁協組合員
402人 藻場機能の維持・回復

活動指標 食害生物の駆除数（個） 87,000 87,000

事業期間 平成28年度 ～ 平成32年度（5年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

5,275
6 4 2

5,575千円

総事業費 35,900千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　総合戦略の基本目標に掲げる、資源の持続と進化を図る
ため、水域の監視や藻場の保全活動等を支援し、魚介類
の産卵や成長を促すとともに環境の保全と豊かな食を確保
する。
　その結果、水産業の生産性を高め、漁家の所得増としご
との場づくりにつなげる。

事業主体
福岡県環境・生態系保全対策地
域協議会

実施方法 補助

事業内容

①水域の監視（監視活動）
②藻場の保全
（モニタリング、食害生物の除去、海藻の種苗投入、母藻の
設置、理解・増進を図る取組）

しくみ：県地域協議会（国費・県費・市補助金）から糸島磯
根漁場保全協議会へ交付金を交付。

進捗状況
・
現状

〔平成28年度実績〕
・監視活動　　　64回実施
・モニタリング（現状把握）
　　　　　　　　7地区で計13回実施
・モニタリング（効果把握）
　　　　　　　　7地区で各1回実施
・食害生物の除去 約85千個駆除
・海藻の種苗投入 3地区で実施

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑤　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 水産多面的機能発揮対策事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

総コスト（A＋B） 3,174 3,174 0
総コスト
計

6,348

8,700

人件費（B） 174 174 0
人件費割
合(%)

5.5

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金

従事職員数(人) 0.02 0.02
平均人件
費

事業費（A）
(12,000) (12,000) (24,000)
3,000 3,000 0 6,000

一般財源
3,000 3,000 6,000

0

その他
(12,000) (12,000) (24,000)

0

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 45,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

6

成果指標
車エビ･アワビ･ウニの陸揚金額

（千円）
38,355 25,462 40,177

糸島漁協組合員
402人 漁業収入の増

活動指標
稚貝・稚魚の放流種類
（種類）

5 6

事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

9,000
6 4 2

9,000千円

総事業費 45,000千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　沿岸漁業の漁獲量は、年々減少していたが、つくり育てる
漁業に取組んだ結果、横ばいに転じており、今後も資源管
理とつくり育てる漁業の振興が必要である。そこで、糸島の
沿岸漁業を支えるため、定着生物で販売価格の高い種苗
を放流する。
　その結果、高齢者が容易に取り組める採貝藻、所得率の
高い水産資源の確保により、後継者育成を図るとともに豊
かな食の維持につながる。

事業主体 糸島漁業協同組合

実施方法 補助

事業内容

　糸島漁業協同組合が実施する車エビ・ガサミ・ヨシエビ・ク
ロメバル・クロアワビ・赤ウニの放流に対し補助する。

進捗状況
・
現状

種苗放流事業[平成28年度実績]
　車エビ　　　50万尾
　ガザミ　　　 25万尾
　ヨシエビ　　25万尾
　クロメバル　 1万2千尾
　クロアワビ  10万7千個
　赤ウニ　　　　5万個

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑤　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 水産業振興補助金事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

雑入 その他 本人負担の光熱水費

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

糸島市定住・ブランド基金 その他 糸島市定住・ブランド基金条例

総コスト（A＋B） 10,925 10,925 7,381
総コスト
計

29,231

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

26.8

事業費内訳
（主なもの）

隊員の活動に要する
経費

隊員の活動に要する経
費

隊員の活動に要する経
費(4月～7月)
隊員の起業に要する経
費

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

事業費（A）
8,315 8,315 4,771 21,401

一般財源
8,000 4,666 12,666

0

その他
8,315 315 105 8,735

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 26,282千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

2

成果指標
糸島漁協組合員の収入
（百万円）

2,659 2,659 2,704

糸島漁協組合員
402人 漁業収入の増

活動指標
地域おこし協力隊員受入数
（人）

0 2

事業期間 平成29年度 ～ 平成32年度（4年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

27,053
6 4 2

26,282千円

総事業費 27,053千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　総務省の地域おこし協力隊事業を活用し、水産業の発
展と地域の活性化につながる活動を行う。
　さらに、ＰＲ活動や販路拡大をはじめとする販売戦略の構
築や魚しょく普及活動を実施することで、水産物の消費拡
大と漁家所得の向上を図る。
　また、事業終了後も雇用が継続できれば、定住の促進を
図ることができる。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

平成29年度～平成32年度
　地域おこし協力隊員　2名受入
＊地域おこし協力隊取組自治体に対し、特別交付税により
財政支援。

進捗状況
・
現状

　魚価の低迷や資機材の高騰により
漁家所得は長期低迷し、漁業従事
者の高齢化や後継者不足の一因と
なっている。

　平成29年8月から2名雇用

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　漁業における市場開拓、ブランド化を推進し、担い手を育成する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト、移住支援プロジェクト

事業名 水産物ブランド化推進事業 担当部課 産業振興部 農林水産課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑦　商工業の経営基盤を強化する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 がんばる中小企業者応援補助 担当部課 産業振興部 商工観光課

事業目的

　経営革新意欲（やる気）のある商工業者に補助することで、経営
支援、経営安定を図る。また、補助対象事業者の相手商工業者
を市内商工業者に誘導することで、補助額以上の経済効果を狙
い、市内商工業の活性化を図る。

事業主体 商工業者

実施方法 補助

事業内容

・事業区分　新商品開発・新サービス提供
・経営革新計画の有無で、補助率や補助限度額に差をつ
け、経営革新計画承認事業者数を増やす。
※有　⇒　補助率2/3、40万限度額
　 無　⇒　補助率1/3、10万限度額

進捗状況
・
現状

●平成28年度実績
申請件数：33件
※経営革新有：17件、無：16件
交付決定額：7,842千円

※経営革新計画承認事業者数
平成27年度：8件
平成28年度：10件

事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

24,000
7 1 2

24,000千円

総事業費 24,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 24,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

50

成果指標
経常利益の向上（％）
①経営革新有、②経営革新無

- -
①3％以上
②2％以上

事業者 事業拡大への補助

活動指標 補助事業件数（件／年） 29 33

財
源
内
訳

国庫支出金
4,000 4,000

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
4,000 8,000 12,000

事業費（A）
8,000 8,000 0 16,000

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金

従事職員数(人) 0.5 0.5
平均人件
費

総コスト（A＋B） 12,350 12,350 0
総コスト
計

24,700

8,700

人件費（B） 4,350 4,350 0
人件費割
合(%)

35.2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50％



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑦　商工業の経営基盤を強化する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 新規起業者応援事業 担当部課 産業振興部 商工観光課

事業目的

　新規に市内で起業を希望する方に様々なサポートを行
い、開業に結びつけ、新たな活力を地域に呼び込む。 事業主体 糸島市商工会

実施方法 補助

事業内容

商工会、金融機関と連携
・創業塾、セミナーの開催（体験談や説明会の開催）
・ワンストップ窓口設置（専門家相談会の定期的な開催）
・店舗改修サポート（業者紹介・改修費補助）
・開業手続サポート
・新規創業資金融資補助（利子補給）
・経営支援（開業後もサポート）

進捗状況
・
現状

●平成28年度実績
店舗改修件数：19件
融資補助件数：43件
※H29第1四半期の融資件数は16
件で、H30の利子補給は40件を見
込む。
新規創業者数：50件
中心市街地における空き店舗数
Ｈ27：80件→Ｈ28：74件

事業期間 平成28年度 ～ 平成30年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

21,215
7 1 2

19,167千円

総事業費 25,214千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 23,166千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

100

成果指標 新規開業者数（件／累計） 0 50 160

事業者
市民

新規開業の成功

活動指標 相談件数（件／年） 79 95

財
源
内
訳

国庫支出金
(1,333) (1,333)
2,250 2,250

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
4,966 4,966

事業費（A）
(1,333) (1,333)
7,216 0 0 7,216

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.1
平均人件
費

総コスト（A＋B） 8,086 0 0
総コスト
計

8,086

8,700

人件費（B） 870 0 0
人件費割
合(%)

10.8

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50％



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑦　商工業の経営基盤を強化する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 雇用機会創出・企業情報発信事業 担当部課 産業振興部 商工観光課

事業目的

　企業の雇用相談を受け付ける「雇用コーディネーター」を
設置し、企業情報や求人情報の発信の他、企業と求職者
とのマッチング機会の創出により、市内就業者数の増加を
目指す。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

・企業経営者等を対象に、人材確保や活用など、雇用知
識の習得や成功事例を学ぶセミナーの開催
・市民、学生等を対象に就職面談会や企業見学会、高校
生を対象としたしごと紹介講演会やインターンシップ事業
の支援を行うことにより、市内企業雇用へと誘導。
・企業情報や求人情報の他、創業関係情報や空き店舗情
報、市や商工会の支援策が容易に閲覧できるサイトを魅力
あるものに充実させ、情報発信を強化する。

進捗状況
・
現状

企業訪問等を通じ、人材確保等の
雇用対策が課題と捉える企業がみら
れ、また市が企業情報や求人情報
の発信を求める企業が多い。
企業情報掲載数：50社（H29.7月末
現在）
求人情報掲載数：81件（　　〃　　）

事業期間 平成28年度 ～ 平成30年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

12,825
5 1 1

12,732千円

総事業費 12,825千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 12,732千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

100

成果指標 糸島地区就職件数（件／年） 1,078 1,122 1,369

市内企業
市民

雇用機会の増加

活動指標
WEBサイトへの参加企業数（累
計）

0 10

財
源
内
訳

国庫支出金
1,943 1,943

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,959 1,959

事業費（A）
3,902 0 0 3,902

事業費内訳
（主なもの）

報酬、共済費、報償
費、旅費、使用料及
び賃借料、委託料

従事職員数(人) 1
平均人件
費

総コスト（A＋B） 12,602 0 0
総コスト
計

12,602

8,700

人件費（B） 8,700 0 0
人件費割
合(%)

69.0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50％



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 4,770 4,770 0
総コスト
計

9,540

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

54.7

事業費内訳
（主なもの）

委託料 委託料

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

事業費（A）
2,160 2,160 0 4,320

一般財源
1,080 2,160 3,240

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
1,080 1,080

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 6,240千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

30

成果指標
クラスター協議会発の商品が目指す市
場で採用・販売される品目数（品） 0 1 3

市内事業者
マーケティング手法を活用
して商品開発、販路開拓を
行う

活動指標
クラスター協議会が希望する商
品のリサーチ品目数（品）

0 8

事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

6,400
7 1 2

6,240千円

総事業費 6,400千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　市内事業者等が、高まった糸島認知をビジネスチャンスと
して生かす基盤を強化するため、マーケティング手法の実
践モデルを展開する。

事業主体 市、市内事業者、委託企業

実施方法 一部委託

事業内容

・ 市でリサーチ企業や、広告のノウハウを持つ企業とマーケ
ティング推進体制を構成し、糸島市食品産業クラスター協
議会と連携する。
・  本市（他自治体も同様）に不足している市場リサーチ、流
通、広告・宣伝などのノウハウを補完し合い、マーケティン
グ戦略を実施する。
・  展開は、初期段階では、市内事業者が主な販路を有す
る、福岡、佐賀、長崎で展開する。

進捗状況
・
現状

平成28年度に「糸島ふともずく」を商材
に事業を施行。女子高生と漁師のコラボ
が注目され、多くのメディアに取り上げら
れている。
小規模事業者の所得向上に向け、糸島
市食品産業クラスター協議会と連携し、
今年度も新たな商材で事業を進めてい
る。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑧　魅力ある糸島産品をブランド化し、消費を拡大する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 いとしまマーケティングモデル推進事業 担当部課 企画部 秘書広報課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑧　魅力ある糸島産品をブランド化し、消費を拡大する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 糸島市農商工連携事業補助金 担当部課 産業振興部 商工観光課

事業目的

　市内の商工業者が、市内の農林漁業者と連携し、新商品
等の開発、生産又は需要の開拓を行う事業に対して、その
経費の一部を助成し、地域経済の活性化を図るもの。

事業主体 商工業者

実施方法 補助

事業内容

補助対象者：
・市内に事業所を有する商工業者
・納期限の到来した市税の滞納がない者
・１年以上継続して事業を実施する者
対象事業：市内の農林水産物を活用した試作品の研究開
発、市場評価、販路開拓に要する経費
補助率：対象事業費の２分の１以内
限度額：100万円

進捗状況
・
現状

H27：4品目、H28：4品目を開発
平成29年度は2品目を補助対象とし
て決定し、商品開発に取り組んでい
る。

補助対象者の売上実績
H26：平均8.6％向上（H28調査）
H27:平均7.0％減少（H29調査）

事業期間 平成29年度 ～ 平成30年度（2年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

7,261
7 1 2

9,261千円

総事業費 7,261千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 9,261千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

3

成果指標
補助対象者の新商品の売上向
上（％）

8.6 ▲7.0 5％以上

商工業者 新商品の売上向上

活動指標 補助事業件数（件／年） 4 4

財
源
内
訳

国庫支出金
1,031 1,031

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
1,056 1,056

事業費（A）
2,087 0 0 2,087

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 4,697 0 0
総コスト
計

4,697

8,700

人件費（B） 2,610 0 0
人件費割
合(%)

55.6

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50％



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑨　地域資源を生かした観光を確立する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 糸島市版ＤＭＯ設立支援事業 担当部課 産業振興部 商工観光課

事業目的

　（一社）糸島市観光協会を核とした糸島市版ＤＭＯの設立・自走
までの支援を行うとともに、ＤＭＯの運営財源となる収益性の高い
事業（企業研修プログラム、体験型観光プログラム）を確立し、関
係者等のしごとづくりや所得向上を目指す。

事業主体 糸島市、（一社）糸島市観光協会

実施方法 一部委託

事業内容

【平成29年度】
①県内企業を対象に、糸島市をフィールドにして行う企業研修の
ニーズ調査を実施する。
②ニーズ調査等に基づき企業研修プログラム・体験型観光プログ
ラム案を作成し、収益化テストを行う。
③糸島市版DMOのあり方を検討するDMO事業委員会を立ち上
げ、②の実施を通じ、組織のしくみを検討・構築する。
【平成30年度】
①糸島市ＤＭＯのマーケティング戦略の策定、ＤＭＯ事業計画の
策定
②試行的事業の実施
③ＤＭＯ構成組織や役割分担の確定、ＤＭＯの発足
④糸島市観光振興基本計画素案の作成

進捗状況
・
現状

【平成29年度】
　ＤＭＯ設立支援業務を㈱イデアパート
ナーズに委託。市及び（一社）糸島市観
光協会が中心となり、ＤＭＯ組織体制の
検討及び、収益性の高い体験型観光プ
ログラムの試行・評価を行う。

事業期間 平成29年度 ～ 平成30年度（2年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

30,000
7 1 3

40,000千円

総事業費 30,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 40,000千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

1

成果指標 観光入込客（万人） 580.1 613.7 628.0

糸島市を訪れる観
光客

糸島観光に満足し、何度も訪
れたい。

活動指標 糸島市版DMOの組織数 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
6,000 6,000

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源
6,000 6,000

事業費（A）
12,000 0 0 12,000

事業費内訳
（主なもの）

委託料、補助金

従事職員数(人) 0.5
平均人件
費

総コスト（A＋B） 16,350 0 0
総コスト
計

16,350

8,700

人件費（B） 4,350 0 0
人件費割
合(%)

26.6

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50％



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 8,990 10,610 0
総コスト
計

19,600

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

26.6

事業費内訳
（主なもの）

委託料 委託料

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

事業費（A）
6,380 8,000 0 14,380

一般財源
3,190 8,000 11,190

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
3,190 3,190

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 47,977千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

50

成果指標
【雑誌】全国誌での掲載料相当額（千円）
【テレビ】糸島の風土を特集する無料番組（本）

0
0

50,400
3

20,000
3

市民
糸島ブランドの推進
地域経済の循環・拡大
定住化促進への好影響

活動指標
プロモーションに関する営業活
動（年間回数）（回）

－ 48

事業期間 平成29年度 ～ 平成31年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

47,977
7 1 2

47,977千円

総事業費 47,977千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　全国への糸島市の認知度の向上、福岡都市圏への糸島
市の新たな過ごし方等の提案のため、雑誌・テレビ等の取
材を誘導し、糸島ブランドの推進を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事業内容

①読者数が多い出版社等に糸島市を取材ＰＲしてもらう。
そのことにより、他の出版社等の後追い無料取材の意欲を
刺激する。
②ブランド推進行動計画に沿った番組を制作し、他の番組
制作の方向性に作用させる。
③首都圏のアンテナ機能を充実させ、総合的、継続的なシ
ティセールスを展開する。

進捗状況
・
現状

・現在、メディアでは福岡、関東を中心に活発
な無料取材が行われている。この動きを継続
させるためにも、その誘引策として、有料広告
等による積極的な活用が必要。
・今後は関西以西への働きかけ、観光や産物
等の具体的な楽しみ方のアプローチが重要。
・特に関東圏では総合的、継続的なシティ
セールスが求められる。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑪　観光情報の積極的な発信、提供を行う

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業名 いとしまブランド推進事業（広告掲載等事業） 担当部課 企画部 秘書広報課



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑪　観光情報の積極的な発信、提供を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 地域おこし協力隊（観光）事業 担当部課 産業振興部 商工観光課

事業目的

　本市観光窓口には、外国人観光客が増えつつあるが、多言語
に対応可能な人材が不足しているため、案内に支障を来してい
る。
　また、糸島市の認知度を上げるためのタイムリーな多言語観光
情報の発信ができておらず、多言語の観光情報案内素材も充実
していない。
　そこで、多言語による窓口対応、情報発信業務に従事する地域
おこし協力隊員を任用し、インバウンド強化を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 その他

事業内容

　平成30年度から32年度までの3年間、多言語に対応可能な地
域おこし協力隊員を1人受け入れる。
　勤務地は、（一社）糸島市観光協会事務所とする。
　従事する業務は、外国人観光客への観光案内、ＳＮＳを活用し
た多言語による観光情報の発信、外国語観光パンフレットの作
成、観光事業者や観光協会職員に対する英会話等研修の実施
など。
　なお、事業終了後は、糸島市観光協会で継続雇用し、糸島市
への定住につなげたい。

進捗状況
・
現状

　本市の観光案内窓口（観光協会）を訪
れる外国人観光客は増えつつあるが、
外国語を話すことができるスタッフがい
ないため、案内に支障を来している。
　また、多言語によるタイムリーな観光情
報の発信ができていない。
　観光事業所における多言語対応も遅
れている。

事業期間 平成30年度 ～ 平成32年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

12,327
7 1 3

-千円

総事業費 12,327千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

1

成果指標 外国人観光客入込数（人） 11,200 11,200 33,600

外国人観光客
糸島市への来訪機会増加
糸島観光に対する満足度
向上

活動指標
地域おこし協力隊員受入数
（人）

0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
114 171 171 456

一般財源
3,871 4,000 4,000 11,871

事業費（A）
3,985 4,171 4,171 12,327

事業費内訳
（主なもの）

報酬
その他経費

報酬
その他経費

報酬
その他経費

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 6,595 6,781 6,781
総コスト
計

20,157

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

38.8

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

雑入 その他 本人負担の光熱水費



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （４）企業の誘致と新産業の創出

施　策 　⑫　九州大学関連研究所の誘致、新産業の創出、既存産業の活性化を図る

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 食品産業クラスター事業補助 担当部課 産業振興部 商工観光課

事業目的

　糸島の農林水産物を活用する企業の組織化、産業活性化
事業主体 糸島市食品産業クラスター協議会

実施方法 補助

事業内容

○糸島市食品産業クラスター協議会の自立支援（事務局）
・会員交流会（意見交換会）・異業種マッチングの場の提供
・展示会、見本市、商談会、物産展を活用した販促支援
・プロモーション（情報発信）の実施
・会員の知識向上を目的とした、講演会、セミナーの開催
・事例発表会（マッチングによる新商品開発事例等）
※平成30年度まで、行政による財政の支援を行う。会員は、販路
拡大・新商品開発等で収益増を図り、経営基盤を強化する。その
後は会員からの会費等により、自立した運営を行う。

進捗状況
・
現状

　昨年７月の設立時には会員数27でスター
ト。現在は44となった。今年は5/18に協議会
の第２回定期総会を開催し、実施事業の年間
スケジュールも決定している。特に今年は会
員のスキルアップを目的とした事業を重点的
に実施することとしており、その結果、クラス
ター協議会会員の商品群等がブラッシュアッ
プされることを狙っている。このことは、商品価
値を高め競争力強化につながることとなる。

事業期間 平成28年度 ～ 平成30年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

2,301
7 1 2

2,301千円

総事業費 3,450千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 3,450千円

（単位：千円）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 合計

10

成果指標
協議会を契機に新商品開発や販
路拡大した会員の数（件）

0 1 20

事業者
（協議会会員）

所得（売上）増加

活動指標
交流会・展示会等事業を開催した
件数（回）

0 6

財
源
内
訳

国庫支出金
483 483

県支出金
0

地方債
0

その他
(483) (483)

0

一般財源
484 484

事業費（A）
(483) (483)
967 0 0 967

事業費内訳
（主なもの）

補助金

従事職員数(人) 0.3
平均人件
費

総コスト（A＋B） 3,577 0 0
総コスト
計

3,577

8,700

人件費（B） 2,610 0 0
人件費割
合(%)

73.0

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50％


